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企業経営にとっての重要課題として優先度が高まる「人的資本」 
－有価証券報告書において広がった人的資本開示－ 

 

 ＫＰＭＧサステナブルバリューサービス・ジャパンが 2024 年４月３日に公表した「日

本の企業報告に関する調査 2023」によると、有価証券報告書における人的資本開示の

記載割合は、2023 年３月期からの記載の義務化によって、大きく高まっている。 

 金融庁は、2024 年３月 29 日、「令和５年度 有価証券報告書レビューの審査結果及び

審査結果を踏まえた留意すべき事項等」を公表し、有価証券報告書における「サステナ

ビリティに関する考え方及び取組」の主な課題として、人的資本を含む９つを挙げた。 

 金融庁が公表する「記述情報の開示の好事例集 2023」で示された開示例がベストプラ

クティスとすれば、有報レビューの別冊付録の開示例はグッドプラクティスの位置付

けといえることから、まずは有報レビューの別冊付録を参考にしながら、人的資本開示

の記述内容の充実化・高度化に取り組んでいくことが望まれているといえよう。 
 

１．有価証券報告書において広がった人的資本開示 

 企業内容等の開示に関する内閣府令等の改正により、2023 年３月期から、有価証券報告

書等において「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載欄が新設され、サステ

ナビリティ情報の開示が義務化されている。このうち、人的資本開示については、有価証

券を発行する企業を対象に、「戦略」の項目に「人材育成方針」および「社内環境整備方

針」の記述、「戦略」に対応する「指標及び目標」の開示が求められている。 

 ＫＰＭＧサステナブルバリューサービス・ジャパンは、2024 年４月３日、「日本の企業

報告に関する調査 2023」を公表した1。これによると、2023 年３月期の人的資本に関する

方針の記載割合は、統合報告書、サステナビリティ報告に加えて、有価証券報告書でも８

割を超えた（図表１①）。また、取締役・経営層レベルの密な議論に基づいた明瞭かつロ

ジカルな説明についての記載割合も、2022 年３月期に比べて有価証券報告書の上昇幅が大

きい（図表１②）。人的資本開示については、気候変動関連の開示におけるＴＣＦＤ（気

候関連財務情報開示タスクフォース）のような、明確な枠組みはないものの、記載の義務

化によって、有価証券報告書での記載割合が大きく高まっている。 

 なお、人的資本開示については、産業企業情報 No.2023-72（2023 年７月 19 日発行）、

                         
1 ＫＰＭＧホームページ（https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2024/04/sustainable-value-corporate-
reporting.html）を参照 
2 信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/reports/industry/20230719-
vuca3.html）を参照 
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No.2023-103（2023 年８月 22 日発行）ならびにニュース＆トピックス No.2023-534（2023 年

11 月 16 日発行）を併せて参照願いたい。 

（図表１）有価証券報告書における人的資本開示の広がり 

 

（出所）ＫＰＭＧサステナブルバリューサービス・ジャパン「日本の企業報告に関する調査 2023」p.48-49 

２．金融庁公表の有価証券報告書レビューからみる人的資本開示 

 金融庁は、2024 年３月 29 日、「令和５年度 有価証券報告書レビューの審査結果及び審

査結果を踏まえた留意すべき事項等」（以下、「有報レビュー」という。）を公表した5。

同庁は、各財務局等と連携して、有価証券報告書の記載内容の適正性の確保の観点から、

「法令改正関係審査」、「重点テーマ審査」および「情報等活用審査」を柱としてレビュ

ーを行っている。 

 有報レビューでは、有価証券報告書における「サステナビリティに関する考え方及び取

組」について９つの主な課題6が示され、人的資本については、「人的資本に関する方針、

指標、目標及び実績のいずれかの記載がない又は不明瞭である」および「人的資本に関す

る指標、目標及び実績が連結会社ベースの記載になっていない」の２つを挙げている。 

 有報レビューの別冊付録（別紙２）「サステナビリティ開示等の課題対応にあたって参

考となる開示例集」では、開示例の一つとして、（株）阿波銀行（徳島県徳島市）の記載事

例が取り上げられている（図表２）。参考となる主なポイントとして、「人的資本に関す

る方針と指標、目標及び実績について、表形式で、対応関係が明瞭な形で開示」、「人的

資本に関する指標、目標及び実績を見やすいように大項目（永代取引を支える人材の育成、

                         
3 信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/reports/industry/20230822-
vuca4.html）を参照 
4 信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/reports/newstopics/20231116-post-
466.html）を参照 
5 金融庁ホームページ（https://www.fsa.go.jp/news/r5/sonota/20240329-9/20240329.html）を参照 
6 ９つの主な課題は、①サステナビリティ関連のガバナンスに関する記載がない又は不明瞭である、②サステナビリ
ティ関連のリスクを識別、評価及び管理するための過程に関する記載が不明瞭である、③サステナビリティ関連の
機会を識別、評価及び管理するための過程に関する記載がない、④戦略並びに指標及び目標のうち重要なものに
ついて記載がない、⑤サステナビリティ関連のリスク及び機会の記載がない又は不明瞭なため、サステナビリティに
関する戦略並びに指標及び目標に関する記載が不明瞭である、⑥人的資本に関する方針、指標、目標及び実績の
いずれかの記載がない又は不明瞭である、⑦人的資本に関する指標、目標及び実績が連結会社ベースの記載にな
っていない、⑧「サステナビリティに関する考え方及び取組」に記載すべき事項を有価証券報告書内の他の箇所に
記載して参照する場合において、記載上の不備がある、⑨「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載事項
について、公表した他の開示書類等に記載した情報を参照する場合において、記載上の不備がある、である。 
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女性活躍推進など）を設定した上で表形式で開示するとともに、指標の内容を理解し易い

ように、指標の前提その他の補足情報を注において記載」の２つが挙げられている。すな

わち、記載にあたっては、「戦略」と「指標及び目標」との対応関係がはっきりしていて、

見やすいことが求められているようである。 

３．「気候変動」の次に優先度が高まりつつある「人的資本」 

 （株）日本能率協会コンサルティングが 2024 年２月に公表した「『日本企業のサステナ

ビリティ経営の未来』－第２回 サステナビリティ経営課題実態調査 2023－」7によると、

「自社において、取組みが十分に進んでいないと思う項目（３つまで回答）」の上位２つ

として、「ダイバーシティの推進（女性管理職比率の向上など）」と「従業員エンゲージ

メントの推進（従業員満足度向上など）」が挙げられている。また、「サステナビリティ

経営のための、人事領域の重要な課題（上位３つまで）」では、「経営戦略と連動した人

材戦略の策定」が最大の課題として挙げられている。 

 ＩＳＳＢ（国際サステナビリティ基準審議会）は、2023 年６月 26 日、ＩＳＳＢ基準とし

て、「ＩＦＲＳ Ｓ１」（サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」

および「ＩＦＲＳ Ｓ２」（気候関連開示）を公表した。ＩＳＳＢは、「Ｓ２」の次のサス

テナビリティ関連項目の一つとして「人的資本」を検討しているといわれる。 

 金融庁が公表する「記述情報の開示の好事例集 20238」で示された開示例がベストプラク

ティスとすれば、有報レビューの別冊付録の開示例はグッドプラクティスの位置付けとい

                         
7 （株）日本能率協会コンサルティングホームページ（https://www.jmac.co.jp/news/detail/info20240205.html）を参
照 
8 金融庁ホームページ（https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20240308.html）を参照 

（図表２）（株）阿波銀行の有価証券報告書（2023 年３月期） 

 
 （出所）金融庁（2024 年３月 29 日）別冊付録「サステナビリティ開示等の課題対応にあたって参考となる開示例集」

p.57 
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えることから、まずは有報レビューの別冊付録を参考にしながら、人的資本開示の記述内

容の充実化・高度化に取り組んでいくことが望まれているといえよう。また、非上場企業

においても、上場企業等における人的資本開示の充実化・高度化が図られる中で、人材確

保の観点から、ディスクロージャー誌やホームページ等での情報開示の充実化・高度化に

取り組んでいくことが求められているといえよう。 

                                    以 上 
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